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「
未
来
を
見
据
え
た
新
し
い
国
造
り

を
進
め
た
い
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
第

２
ス
テ
ー
ジ
へ
移
る
。
１
億
総
活
躍

プ
ラ
ン
を
つ
く
る
。
２
０
２
０
年
に

向
け
て
、
新
し
い
３
本
の
矢
を
放
つ
。

強
い
経
済
、
子
育
て
支
援
、
社
会
保

障
。
希
望
と
夢
と
安
心
の
た
め
の
新

３
本
の
矢
だ
。
国
内
総
生
産（
Ｇ
Ｄ

Ｐ
）６
０
０
兆
円
を
明
確
な
目
標
と
し

て
掲
げ
る
」。
─
─
こ
れ
は
、
15
年
９

月
24
日
に
自
民
党
総
裁
に
再
選
さ
れ

た
後
の
安
倍
首
相
の
記
者
会
見
要
旨

で
あ
る（『
北
海
道
新
聞
』
よ
り
）。
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
第
２
ス
テ
ー
ジ
へ
移

る
の
だ
と
い
う
。

し
か
し
な
が
ら
、
大
胆
な
金
融
政

策
、
機
動
的
な
財
政
政
策
、
民
間
投

資
を
喚
起
す
る
成
長
戦
略
と
い
っ
た

３
本
の
矢
か
ら
な
る
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

第
１
ス
テ
ー
ジ
の
効
果
は
ど
う
だ
っ

た
の
か
。
地
方（
北
海
道
）に
そ
の
効

果
は
あ
ら
わ
れ
て
い
る
の
か
。
そ
の

こ
と
を
念
頭
に
お
い
て
、
北
海
道
の

経
済
、
雇
用
の
状
況
を
報
告
し
て
も

ら
い
た
い
。
こ
れ
が
編
集
部
か
ら
与

え
ら
れ
た
課
題
で
あ
る（
注
１
）。

小
論
で
は
、
ま
ず
前
半
で
北
海
道

経
済
の
状
況
を
概
観
。
14
年
４
月
の

消
費
税
引
き
上
げ
以
降
の
状
況
に
焦

点
を
あ
て
る（
注
２
）。
後
半
で
は
、
政

府
統
計
で
北
海
道
の
雇
用
を
み
な
が

ら
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
効
果
を
検
証
し
、

最
後
に
、
私
た
ち（
注
３
）が
取
り
組

ん
で
い
る
公
契
約
運
動（
注
４
）に
ふ

れ
る
。
な
お
、
政
府
統
計
の
地
域
デ

ー
タ
を
使
う
際
に
は
誤
差
が
大
き
く

な
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
に
留
意
い

た
だ
き
た
い
。

◆
…
低
迷
す
る
北
海
道
の
経
済

　
　
│
│
₁₄
年
₄
月
以
降

北
海
道
新
聞
が
四
半
期
ご
と
に
行

っ
て
い
る
「
道
内
経
済
動
向
調
査
」

の
15
年
７
〜
９
月
期
の
売
上
高
の
動

向
に
対
す
る
企
業
か
ら
の
回
答
は
、

「
か
な
り
増
加
」
１
・
１
％
、「
や
や

増
加
」
27
・
２
％
、「
不
変
」
33
・
２

％
、「
や
や
減
少
」
31
・
０
％
、「
か
な

り
減
少
」
６
・
０
％
で
あ
っ
た
。
消

費
税
率
引
き
上
げ
直
後
の
14
年
４
〜

円
安
と
消
費
税
引
き
上
げ
が
打
撃

実
質
賃
金
回
復
せ
ず
消
費
が
低
迷

︽
第
5
回
︾ 

地
方
経
済
に
何
が
も
た
ら
さ
れ
た
の
か

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
恩
恵
を
受
け
た
の
は
一
握
り
の
輸
出
型
大
企
業
だ
け
で
、
地

方
経
済
や
中
小
・
零
細
企
業
の
業
績
は
い
っ
こ
う
に
上
向
い
て
い
な
い
。
北
海

道
に
お
け
る
企
業
の
業
績
、
雇
用
、
賃
金
の
実
態
を
検
証
し
、
い
ま
何
が
求
め

ら
れ
て
い
る
の
か
を
探
る
。

連
載
・
日
本
経
済
の
現
状
を
ど
う
み
る
の
か

川
かわ
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６
月
期
は
、「
や
や
減
少
」
39
・
８
％
、

「
か
な
り
減
少
」
５
・
４
％
で
あ
っ
た

こ
と
と
比
較
す
る
と
若
干
の
改
善
を

し
て
い
る
が
、
い
ま
だ
３
分
の
１
を

超
え
る
企
業
が
「
売
上
高
が
減
少
し

て
い
る
」
と
答
え
て
い
る（
図
表
１
）。

北
海
道
経
済
産
業
局
が
毎
月
公
表

し
て
い
る
主
要
経
済
指
標
に
つ
い
て
、

14
年
４
〜
６
月
期
か
ら
直
近
の
15
年

７
〜
９
月
期
ま
で
、
図
表
２
に
ま
と

め
た
。
一
見
し
て
明
ら
か
な
よ
う
に
、

消
費
税
の
税
率
引
き
上
げ
の
打
撃
か

ら
北
海
道
経
済
は
回
復
を
し
て
い
な

い
。そ

こ
で
個
別
の
産
業
ご
と
の
動
向

を
見
て
み
る
。

製
造
業
は
、
14
年
４
〜
６
月
期
の

生
産
指
数
が
前
年
同
期
比
マ
イ
ナ
ス

３
・
４
と
な
っ
た
以
降
、
直
近
の
15

年
７
〜
９
月
期
ま
で
、
い
ま
だ
前
年

同
期
を
上
回
っ
た
期
は
な
い
。
円
安

に
よ
り
輸
出
企
業
の
業
績
が
回
復
し

て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
が
、
道
内

製
造
業
の
主
力
は
食
料
品
・
飲
料
製

造
、
建
設
関
連
の
金
属
製
品
製
造
や

窯
業
・
土
石
製
造
な
ど
で
あ
る
。
内

需
の
低
迷
が
道
内
製
造
業
の
後
退
を

生
み
出
し
て
い
る
。

公
共
事
業
の
発
注
は
、
13
年
以
降

毎
期
前
年
を
上
回
る
増
加
が
続
き
、

発
注
さ
れ
る
工
事
が
多
す
ぎ
て
一
時

は
競
争
入
札
の
不
調
が
続
発
す
る
こ

と
も
あ
っ
た
が
、
２
０
１
４
年
７
〜

９
月
期
以
降
、
大
幅
な
減
少
に
転
じ

て
い
る
。
ま
た
新
設
住
宅
着
工
数
は
、

14
年
１
〜
３
月
期
以
降
、
前
年
同
期

比
で
減
少
が
続
き
、
15
年
４
〜
６
月

期
以
降
増
加
に
転
じ
た
が
消
費
税
増

税
前
の
建
築
戸
数
ま
で
は
回
復
し
て

い
な
い
。
建
設
業
は
、
工
事
量
の
減

少
の
上
に
資
材
の
高
騰
と
技
術
者
不

足
が
重
な
り
引
き
続
き
困
難
が
広
が

っ
て
い
る
。
加
え
て
基
礎
杭
の
デ
ー

タ
流
用
の
不
正
が
発
覚
し
、
重
層
的

下
請
け
構
造
が
も
た
ら
す
建
設
業
界

の
あ
り
方
が
問
わ
れ
る
事
態
が
起
き

て
い
る
。

ス
ー
パ
ー
や
百
貨
店
の
売
上
高
は
、

い
ま
だ
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
伴
う

価
格
上
昇
分
を
上
回
る
ま
で
に
な
っ

て
い
な
い
。
特
に
百
貨
店
の
売
上
は
、

昨
年
４
月
以
降
今
年
の
３
月
ま
で
、

毎
月
前
年
同
月
を
下
回
り
、
05
年
４

月
以
降
増
加
に
転
じ
た
が
消
費
税
増

税
前
の
実
質
売
上
高
を
回
復
し
て
い

な
い
。
小
売
業
界
の
中
で
も
消
費
の

低
迷
を
特
徴
的
に
表
し
て
い
る
の
は
、

乗
用
車
の
新
車
販
売
台
数
で
あ
る
。

14
年
４
月
以
降
、
今
年
の
９
月
ま
で

新
車
登
録
台
数
は
、
前
年
同
月
を
一

貫
し
て
下
回
り
、
売
り
上
げ
は
減
少

し
続
け
て
い
る
。

図表1　「道内経済動向調査」にみる企業の売上高
かなり増加 やや増加 不変 やや減少 かなり減少 無回答

14年10〜12月期 3.2％ 29.0％ 19.9％ 39.8％   5.4％ 2.7％

15年1〜3月期 3.3％ 24.7％ 23.1％ 35.7％ 11.5％ 1.6％

15年4〜6月期 1.7％ 32.8％ 32.8％ 25.0％   4.4％ 3.3％

15年7〜9月期 1.1％ 27.2％ 33.2％ 31.0％   6.0％ 1.6％

出所：北海道新聞調査より作成。

図表2　北海道の主要経済指標

前年同期比％ 2014年
4〜6月期

2014年
7〜9月期

2014年
10〜12月期

2015年
1〜3月期

2015年
4〜6月期

2015年
7〜9月期

鉱
工
業
指
数

生産指数 ▲3.4 ▲2.9 ▲6.2 ▲4.6 ▲3.1 ▲2.7

出荷指数 ▲6.1 ▲5.3 ▲5.9 ▲5.0 1.8 ▲0.6

在庫指数 ▲4.1 ▲2.9 ▲2.2 4.9 ▲0.8 ▲2.1

乗
用
車
新
車

登
録
台
数

普・小・軽・計 ▲5.5 ▲6.2 ▲7.7 ▲17.5 ▲3.6 ▲7.1

普通車 ▲6.9 4.4 ▲11.5 ▲15.8 14.5 ▲0.7

小型車 ▲8.3 ▲11.9 ▲10.6 ▲21.0 0.3 3.1

軽乗用車 ▲1.4 ▲8.2 ▲2.3 ▲15.7 ▲20.0 ▲21.7
大
型
小
売
店

販
売
額

大型店計 ▲2.4 1.6 1.0 ▲4.2 4.4 1.5

百貨店 ▲7.8 ▲1.1 ▲1.1 ▲6.8 4.2 0.7

スーパー ▲0.9 2.3 1.6 ▲3.4 4.5 3.2

新設住宅着工数 ▲8.9 ▲15.8 ▲0.7 ▲3.0 6.0 16.0

公共工事請負金額 20.5 ▲24.4 ▲18.7 ▲28.0 ▲14.1 ▲18.9

自動車輸送（ハイヤー・タクシー） ▲4.0 ▲2.3 ▲6.0 ▲5.4 ▲2.4

来道客数 ▲0.8 ▲0.8 0.7 2.7 3.7 2.8

出所：北海道経済産業局資料より作成。



42月刊労働組合　Feb.201643 月刊労働組合　Feb.2016

来
道
す
る
観
光
客
は
、

外
国
人
観
光
客
の
増
加
で

15
年
１
〜
３
月
期
以
降
増

え
て
い
る
。
繁
忙
期
に
ホ

テ
ル
が
満
室
に
な
り
、
外

国
人
観
光
客
の
「
爆
買
」

が
マ
ス
コ
ミ
か
ら
注
目
を

浴
び
て
い
る
。
し
か
し
一

方
で
は
、
国
内
の
観
光
客

が
減
少
し
て
来
道
客
数
は

微
増
で
あ
る
。
世
間
で
騒

が
れ
て
い
る
ほ
ど
観
光
産

業
が
道
内
経
済
を
底
上
げ

す
る
ほ
ど
の
も
の
と
な
っ

て
い
な
い（
図
表
３
）。

◆
…�

道
内
経
済
低
迷
の�

原
因

昨
年
４
月
以
降
急
速
に

広
が
っ
た
道
内
経
済
の
減

速
と
そ
の
後
の
低
迷
の
直

接
的
原
因
は
、
言
う
ま
で

も
な
く
消
費
税
率
の
引
き

上
げ
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

し
か
し
同
時
に
大
き
な
要

因
は
、
安
倍
内
閣
の
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
で
も
た
ら
さ
れ
た
円
安
に

よ
る
物
価
の
上
昇
で
あ
り
、
加
え
て

北
海
道
電
力
に
よ
る
電
気
料
金
の
値

上
げ
で
あ
る
。

消
費
税
率
の
引
き
上
げ
は
、
消
費

者
に
は
商
品
価
格
の
上
昇
と
な
り
、

企
業
に
と
っ
て
は
仕
入
、
材
料
費
や

経
費
の
値
上
が
り
と
な
っ
て
現
れ
る
。

円
安
に
伴
う
輸
入
物
価
の
上
昇
は
、

企
業
物
価
、
企
業
サ
ー
ビ
ス
物
価
の

上
昇
と
な
っ
て
企
業
経
営
に
影
響
を

与
え
て
い
る
。
と
り
わ
け
食
料
品
を

は
じ
め
と
し
た
生
活
物
価
の
値
上
が

り
は
、
政
府
の
統
計
で
示
さ
れ
る
消

費
物
価
指
数
を
は
る
か
に
上
回
り
、

道
民
の
日
常
生
活
を
苦
し
め
消
費
購

買
力
を
引
き
下
げ
て
い
る
。

道
内
の
小
規
模
な
企
業
が
加
盟
し

て
い
る
北
海
道
商
工
団
体
連
合
会
が

税
率
引
き
上
げ
直
後
の
14
年
６
月
に

行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
れ
ば
、

消
費
税
を
「
転
嫁
で
き
て
い
る
」
と

答
え
た
企
業
が
40
％
で
あ
っ
た
が
、

１
年
後
の
16
年
３
月
の
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
で
も
40
・
７
％
に
と
ど
ま
っ
て

い
る
。
消
費
税
を
価
格
転
嫁
で
き
な

い
多
く
の
中
小
企
業
は
、
収
益
を
削

っ
て
納
税
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

14
年
11
月
に
再
値
上
げ
さ
れ
た
電

気
料
金
も
道
内
経
済
に
負
の
影
響
を

与
え
て
い
る
。
北
海
道
庁
が
14
年
８

月
１
〜
８
日
に
道
内
企
業
１
０
０
０

社
を
対
象
に
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト

結
果
で
は
、
電
気
料
金
の
値
上
げ
が

経
営
に
「
大
き
く
影
響
す
る
」
24
・

６
％
、「
影
響
が
あ
る
」
36
・
７
％
、

「
多
少
影
響
が
あ
る
」
31
・
２
％
に
の

ぼ
っ
て
い
た
。
地
元
紙
に
は
「
09
年

に
オ
ー
ル
電
化
住
宅
を
新
築
し
た
Ｏ

さ
ん
は
、
電
気
料
金
が
年
々
上
が
り
、

冬
は
月
６
万
５
千
円
に
達
す
る
」（『
北

海
道
新
聞
』
夕
刊
15
年
11
月
２
日
付
）

と
の
実
状
が
掲
載
さ
れ
て
い
る
。
市

民
か
ら
も
電
気
料
金
の
引
き
上
げ
に

悲
鳴
の
声
が
上
が
っ
て
い
る
。

北
海
道
経
済
産
業
局
が
公
表
す
る

「
２
人
以
上
世
帯
の
１
ヵ
月
の
消
費
支

出
」
は
、
13
年
以
降
、
14
年
４
〜
６

月
期
、
14
年
７
〜
９
月
期
を
除
き
前

年
同
期
を
下
回
っ
て
い
る（
図
表
４
）。

消
費
税
増
税
、
円
安
に
よ
る
物
価
の

上
昇
、
電
気
料
金
の
引
き
上
げ
、
加

え
て
社
会
保
険
料
や
介
護
保
険
料
等

の
引
き
上
げ
で
可
処
分
所
得
が
減
少

図表3　来道客数の推移

2012年 2013年 2014年 15年Ⅰ 15年Ⅱ 15年Ⅲ

来道客数 千人 11,660 12,136 12,236 2,721 2,934 3,896

前年同月比 10.0％ 4.1％ 0.8％ 2.7％ 3.7％ 2.8％

うち外国人
入国者数

千人 465 632 839 288 235 324

前年同月比 37.2％ 35.8％ 32.8％ 46.5％ 47.9％ 30.7％

出所：北海道経済産業局資料より作成。

図表4　北海道における1ヵ月の消費支出（2人以上の世帯）

2012年 2013年 14年Ⅰ 14年Ⅱ 14年Ⅲ 14年Ⅳ 15年Ⅰ 15年Ⅱ 15年Ⅲ

金額（円） 274,270 260,784 263,530 275,648 248,846 259,171 254,209 250,625 248,911

前年同期比 7.5 ▲4.9 ▲2.6 11.2 2.6 ▲8.1 ▲3.5 ▲9.1 0.0

出所：北海道経済産業局資料より作成。
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す
る
も
と
で
、
明
ら
か
に
道

民
の
消
費
の
委
縮
が
起
き
て

い
る
の
で
あ
る
。

◆
…
道
内
の
雇
用

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
基
地
と

し
て
貢
献
し
て
き
た
北
海
道

で
は
、
炭
鉱
閉
山
に
と
も
な

い
多
く
の
離
職
者
が
生
み
出

さ
れ
て
き
た
。
北
海
道
開
発

を
担
っ
て
き
た
建
設
産
業
が

彼
ら
の
一
定
の
受
け
皿
と
な

っ
て
き
た
も
の
の
、
そ
の
建

設
産
業
も
長
年
に
わ
た
る
公

共
投
資
削
減
に
よ
っ
て
、
規

模
を
急
速
に
縮
小
し
て
き
た
。

ま
た
、
公
共
投
資
依
存
体

質
が
形
成
さ
れ
て
き
た
北
海

道
は
、
製
造
業
の
薄
さ
が
特

徴
で
あ
る
。「
労
働
力
調
査

（
14
年
平
均
）」
に
よ
れ
ば
、

全
国
の
製
造
業
就
業
者
割
合

は
16
・
４
％
で
あ
る
の
に
対

し
て
、
北
海
道
は
８
・
７
％

に
と
ど
ま
る
。
こ
う
し
た
歴

史
的
な
経
過
の
中
、
北
海
道

は
全
国
平
均
に
比
べ
て
就
労
機
会
の

乏
し
い（
失
業
率
が
高
く
、
労
働
力
率

は
逆
に
低
い
）地
域
で
あ
る
こ
と
を
ま

ず
お
さ
え
て
お
く
。

さ
て
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
北
海
道

の
雇
用
に
い
か
な
る
影
響
を
与
え
て

い
る
の
か
。

ま
ず
道
内
有
効
求
人
倍
率
を
み
る

と（
図
表
５
）、
全
国
に
は
劣
る
も
の

の
数
値
は
改
善
を
続
け
、
15
年
10
月

に
は
、
統
計
が
存
在
す
る
１
９

６
３
年
以
降
で
過
去
最
高
だ
と

い
う
１
・
02
倍
を
記
録
し
、
11

月
も
そ
れ
を
維
持
し
た
。

職
種
に
よ
る
偏
り
が
み
ら
れ
、

例
え
ば
、
大
幅
な
公
共
投
資
増
、

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
関
連
の
工

事
増
に
と
も
な
い
建
設
業
で
は

技
能
労
働
者
不
足
が
地
元
紙
で

繰
り
返
し
報
道
さ
れ
た
。
た
し

か
に
建
設
関
連
の
職
種
は
な
お

高
倍
率
で
、
最
新
値
で
「
型
枠

大
工
、
と
び
工
」
は
９
・
18
倍
、

「
建
設
・
土
木
作
業
員
」
は
２
・

97
倍
の
ほ
か
、「
建
築
・
土
木
・

測
量
技
術
者
」
は
４
・
96
倍
で

あ
る（
ち
な
み
に
「
一
般
事
務

員
」
は
０
・
27
倍
）。

有
効
求
人
倍
率
の
改
善
に
加

え
て
、
失
業
率
も
、
全
国
同
様

に
低
下
が
確
認
さ
れ
る（
図
表

６
）。
５
％
台（
ピ
ー
ク
時
は

図表5　全道および全国の有効求人倍率の推移

注1：新規学卒を除きパートタイムを含む常用。
注2：年度の数値は各月の平均値。
出所：北海道労働局資料より作成。
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図表6　北海道および全国における完全失業率の推移

出所：総務省「労働力調査（長期時系列データ）」より作成。

1
9
8
3
年

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5
年
1
〜
3
月

4
〜
6
月

7
〜
9
月

（%）

4.2
4.5 4.5

4.2 4.2
3.7

3.0 3.0 2.9 2.9 2.9
3.2 3.2

3.8 3.8

4.9 4.9

5.5
5.9 6.0

6.7

5.7
5.3 5.4

5.0 5.1
5.5
5.1 5.2 5.2

4.6

4.1
3.8
3.4 3.3

0

1

2

3

4

5

6

7

全国

北海道



44月刊労働組合　Feb.201645 月刊労働組合　Feb.2016

６
・
７
％
）を
推
移
し
て
き
た
失
業
率

は
、
13
年
に
４
・
６
％
へ
低
下
し
、

最
新
値（
15
年
７
〜
９
月
期
）で
は

３
・
３
％
と
お
よ
そ
20
年
ぶ
り
に
３

％
台
前
半
と
い
う
水
準
に
ま
で
低
下

し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
ま
ず
第
一
に
、

こ
う
し
た
状
況
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に

よ
っ
て
あ
ら
わ
れ
た
の
だ
ろ
う
か
。

先
の
有
効
求
人
倍
率
を
い
ま
い
ち
ど

み
る
と（
前
掲
・
図
表
５
）、
リ
ー
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
09
年
度
を
底
に
、

ゆ
る
や
か
に
改
善
を
続
け
て
き
た
、

と
い
う
の
が
実
態
で
は
な
い
だ
ろ
う

か
。
そ
こ
に
は
今
日
盛
ん
に
言
わ
れ

て
い
る
人
口
減
少
・
労
働
力
不
足
と

い
う
大
き
な
問
題
が
横
た
わ
っ
て
も

い
る
だ
ろ
う
。
第
二
に
、
こ
れ
も
巷

間
言
わ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
が
、

増
え
た
雇
用
の
中
身
の
問
題
で
あ
る
。

こ
れ
は
２
点
資
料
を
作
成
し
た
。
ひ

と
つ
は（
図
表
７
）、
北
海
道
労
働
局

か
ら
の
提
供
デ
ー
タ
で
作
成
し
た
、

新
規
求
人
数
の
う
ち
正
社
員
の
求
人

数
と
そ
の
割
合
を
ま
と
め
た
も
の
で
、

新
規
求
人
に
占
め
る
正
社
員
割
合
は
、

ず
っ
と
40
％
台
で
推
移
し
て
い
る
。

も
う
ひ
と
つ
は（
図
表
８
）、
総
務
省

「
労
働
力
調
査
」
か
ら
作
成
し
た
も
の

で
、
同
調
査
結
果
を
み
る
限
り（
13
年

以
降
に
限
っ
て
も
）、
と
り
わ
け
正
規

の
雇
用
増
は
確
認
さ
れ
ず
、
非
正
規

雇
用
割
合
は
全
国
平
均
よ
り
高
い
40

％
前
後
で
推
移
し
て
い
る
。

さ
ら
に
賃
金
は
ど
う
か
。
先
に
み

た
と
お
り
、
デ
フ
レ
脱
却
を
掲
げ
た

図表7　北海道における正規雇用の求人数と求人全体に占めるその割合の推移

出所：北海道労働局提供資料より作成。
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図表8　北海道における雇用形態別雇用者数の推移� 単位：万人

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
2015年

1〜3月 4〜6月 7〜9月

役員を除く雇用者 216 211 213 212 212 211 212 215 213

正規の職員・従業員 137 132 136 133 127 127 125 127 127

非正規の職員・従業員 79 79 77 79 85 84 87 89 86

非正規割合（単位：％） 36.6 37.4 36.2 37.3 40.1 39.8 41.0 41.4 40.4

出所：総務省「労働力調査」より（調査事項の変更等にともない、2012年までは詳細集計、13年以降は基本集計より）。

図表9　�北海道における消費者物価指数および常用労働者1人平均
月間現金給与額の推移（規模5人以上）

消費者物価指数
現金給与総額

実数（円） 指数

2009年平均 100.4 278,351 100.8

2010年 100.0 276,272 100.0

2011年 100.2 276,452 100.1

2012年 100.3 270,077   97.8

2013年 101.2 269,402   97.5

2014年 104.2 281,153 101.8

注：指数は2010年を100とする。
出所：�消費者物価指数は北海道総合政策部情報統計局統計課（資料は総務省統計

局）より、賃金は、厚生労働省「毎月勤労統計」より。



44月刊労働組合　Feb.201645 月刊労働組合　Feb.2016

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に
よ
る
物
価
上
昇
に

対
し
て
、
賃
金
の
上
昇
は
そ
れ
に
追

い
つ
い
て
い
な
い（
図
表
９
）。

総
務
省
の
デ
ー
タ
を
使
っ
た
地
元

紙
の
報
道
に
よ
れ
ば
、
道
内
で
は
札

幌
へ
の
一
極
集
中
が
進
む
一
方
、
他

の
地
方
都
市
は
軒
並
み
人
口
を
減
ら

し
て
い
る（『
北
海
道
新
聞
』
朝
刊
15

年
７
月
２
日
付
）。
し
か
し
そ
の
札
幌

市
も
、
雇
用
基
盤
の
弱
さ
を
背
景
に

し
て
か
、「
特
に
結
婚
、
出
産
適
齢
期

の
20
〜
30
代
の
若
年
層
の
道
外
転
出

が
目
立
ち
、
こ
れ
が
少
子
化
に
つ
な

が
っ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
」

（
同
15
年
２
月
16
日
付
）と
い
う
の
で

あ
る
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
果
た
し
て

地
方
に
効
果
を
あ
げ
て
い
る
の
だ
ろ

う
か
。

◆
…
雇
用
の
改
善
は
働
く
人
た
ち

　
　
み
ず
か
ら
の
手
に
よ
っ
て

私
た
ち
は
今
、
札
幌
市
と
幾
つ
か

の
地
方
都
市
で
、
公
共
工
事
現
場
で

働
く
建
設
労
働
者
の
賃
金
実
態
を
調

査
し
て
い
る（
注
５
）。

国
土
交
通
省
も
認
め
る
と
お
り
、

建
設
産
業
で
は
、
長
年
に
わ
た
る
建

設
投
資
の
減
少
に
と
も
な
う
ダ
ン
ピ

ン
グ
受
注
の
激
化
や
下
請
へ
の
し
わ

寄
せ
に
よ
っ
て
、
賃
金
低
下
、
社
会

保
険
未
加
入
な
ど
労
働
環
境
が
悪
化

し
、
技
能
労
働
者
の
確
保
・
育
成
が

困
難
に
な
っ
て
い
る（
そ
う
し
た
状
況

下
で
無
計
画
に
大
幅
な
公
共
投
資
増

が
行
わ
れ
業
界
に
混
乱
が
生
じ
た
の

は
上
記
の
と
お
り
）。
か
か
る
事
態
を

改
善
す
る
た
め
に
、
公
共
事
業
の
予

定
価
格
の
積
算
で
使
わ
れ
る
労
務
単

価（
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
）が
13

年
度
か
ら
大
幅
に
引
き
上
げ
ら
れ
た

（
15
年
２
月
か
ら
の
単
価
は
、
全
職
種

平
均
で
、
12
年
度
比
＋
28
・
５
％
）。

政
府
は
、
同
単
価
は
「
労
働
者
へ
の

支
払
い
賃
金
を
拘
束
す
る
も
の
で
は

な
い
こ
と
」
を
強
調
す
る
も
の
の
、

労
務
単
価
の
引
き
上
げ
は
当
然
に
、

下
が
り
続
け
る
一
方
で
あ
っ
た
建
設

労
働
者
の
賃
金
を
改
善
す
る
も
の
と

し
て
期
待
さ
れ
た
。
そ
れ
は
デ
フ
レ

脱
却
に
と
っ
て
も
不
可
欠
の
こ
と
だ

っ
た
。

だ
が
、
実
態
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。

私
た
ち
の
調
査
で
は
、
労
務
単
価
の

引
き
上
げ
に
見
合
っ
た
賃
金
増
を
い

ま
だ
確
認
で
き
て
い
な
い
。
ま
ず
、

支
払
い
賃
金
額
は
、
そ
も
そ
も
労
務

単
価
を
は
る
か
に
下
回
る
水
準
で
あ

っ
て
、
な
お
か
つ
、
賃
金
が
「
増
え

た
」
と
い
う
回
答
さ
え
多
数
派
で
は

な
い（
多
く
は
「
変
化
な
し
」）。
こ
う

し
た
事
実
に
も
と
づ
き
な
が
ら
、
発

注
価
格
の
適
正
化
と
賃
金
増（
適
正

化
）を
実
現
す
る
公
契
約
条
例
の
制
定

を
求
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

景
気
と
雇
用
の（
量
的
・
質
的
）改

善
が
必
ず
し
も
連
動
し
な
く
な
っ
て

い
る
中
、
そ
も
そ
も
雇
用
制
度
改
悪

を
そ
の
中
身
に
含
む
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

に
期
待
す
る
の
は
誤
り
で
あ
る
。
最

低
賃
金
の
底
上
げ
や
公
契
約
条
例
の

制
定
、
改
正
労
契
法
を
活
用
し
た（
非

正
規
労
働
者
の
）無
期
雇
用
化
や
均
等

待
遇
の
実
現
な
ど
、
雇
用
改
善
は
働

く
人
た
ち
み
ず
か
ら
の
手
に
よ
っ
て

実
現
す
る
し
か
な
い
。

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

（
注
１
） 
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に
対
す
る
評
価
は
、

山
家
悠
紀
夫
氏
の
論
文
に
基
本
的
に
は
よ

っ
て
い
る
。
本
誌
第
６
１
５
号（
15
年
10
月

号
）所
収
の
「
国
内
需
要
不
足
の
構
造
変
わ

ら
ず
─
─
ほ
と
ん
ど
効
果
な
か
っ
た
金
融

緩
和
」
や
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
現
段
階
と

春
闘
へ
の
期
待
」（『
月
刊
全
労
連
』
第
２
２

７
号
・
16
年
１
月
号
）な
ど
参
照
。

（
注
２
） 

三
浦
は
『
中
小
商
工
業
研
究
』
第

１
２
３
号（
15
年
４
月
号
）に
「
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
は
北
海
道
に
何
を
も
た
ら
し
た
か
」
を

執
筆
し
て
い
る
の
で
参
照
さ
れ
た
い
。

（
注
３
） 

川
村
、
三
浦
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
建
設
政

策
研
究
所
に
所
属
し
て
調
査
研
究
に
携
わ

っ
て
い
る
。
公
契
約
の
調
査
研
究
も
そ
の

主
要
な
ひ
と
つ
で
あ
る
。
隔
月
で
発
行
さ

れ
る
『
建
設
政
策
』
に
北
海
道
の
取
り
組

み
な
ど
を
紹
介
し
て
い
る
の
で
参
照
さ
れ

た
い
。
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
は
左
記
の
通
り
。

（http://hom
epage2.nifty.com

/
kenseiken/index.htm

l

）

（
注
４
） 

札
幌
市
で
は
、
公
契
約
条
例
案
が

12
年
第
１
回
定
例
会
で
議
会
に
付
議
さ
れ

た
が
、
継
続
審
議
が
続
き
、
最
終
的
に
は

13
年
第
３
回
定
例
会
で
否
決
さ
れ
た
。
条

例
を
め
ぐ
る
経
緯
や
課
題
は
、
川
村
雅
則

「
札
幌
の
公
契
約
運
動
か
ら
─
─
な
く
そ
う

官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
」（『
経
済
』
第
２
３

８
号
・
15
年
７
月
号
）、「
な
く
そ
う
官
製
ワ

ー
キ
ン
グ
プ
ア
、
進
め
よ
う
公
契
約
運
動
」

（『
月
刊
全
労
連
』
第
２
２
３
号
・
15
年
９

月
号
）な
ど
参
照
。

（
注
５
） 『
建
設
政
策
』
に
掲
載
さ
れ
た
拙

稿（
川
村
）を
参
照
。
最
新
は
、
旭
川
の
公

共
工
事
現
場
調
査
の
中
間
報
告
を
ま
と
め

た
「
公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
改
善
下
の

建
設
労
働
者
の
賃
金
実
態
」（『
建
設
政
策
』

第
１
６
５
号
・
16
年
１
月
号
）


